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序文 
 
オーストラリアには、ほとんどの国より長い計画的移民政策の歴史がある。約 112 か国からそ

れぞれ 1,000 人を超える移民を受け入れているように、世界の大部分の国と移民を通じた深いつな

がりを有しており、また、人口の 23％が外国生まれという、移民から受ける恩恵は他のほとんど

の国より大きい。このため、この 50 年間、オーストラリアが、移民及び植民問題を専門に扱う独

立した連邦政府機関である移民省を設置していることは驚くべきことではない。また、移民問題

に関し、2 国間及び多国間レベルでの合意、話し合いに大きく関わってきた。他の OECD 諸国と

ともに 2 国間及び多国間レベルでの移民問題に取り組んできた長い歴史がある。例えば、2003 年、

オーストラリアは、欧州、北米、オーストラリアにおける亡命、難民、移民政策に関する政府間

会議（IGC）に深く関係し、2003 年 4 月、「協力のための課題」（Rizvi 2003 年、66）と題し、欧

州連合との共同声明を再確認した。この論文においては、アジア地域の国際的な人の移動に関す

る地域協力におけるオーストラリアの最近の取組について簡単に説明している。 

 

背景 
 
アジアからオーストラリアへの移民は 1970 年代に劇的に変化した。この 10 年の間に、移民の

受入れに当たって、非ヨーロッパ系の人々を差別的に取り扱う悪名高い白豪政策 （Price 1974 年）

に終止符が打たれた。この結果、表 1 に示すように、オーストラリアが受け入れた入植者のうち

アジア人が占める割合が大幅に増加した。当初は、旧インドシナからの難民及び人道的理由によ

る入植者が中心であったが、図 1 のとおり、最近 30 年間の国籍別の特徴は多様になってきている

とはいえ、現在、その他のアジア諸国からの受入れが主流になっている。 

 

表１．オーストラリアにおけるアジア出身者の推移（1861-2001年） 
 

国勢調

査年 
アジア

生まれ 

外国生ま

れに占め

る割合 

オースト

ラリア全

人口に占

める割合 

次の国勢調

査までの年

間増加率 

国勢調

査年 
アジア

生まれ 

外国生ま

れに占め

る割合 

オースト

ラリア全

人口に占

める割合 

次の国勢

調査まで

の年間増

加率 
1861 41,892 5.79 3.63  1961 57,490 3.23 0.55 +6.21 
1871 32,057 4.15 1.93 -2.64 1966 71,383 3.35 0.62 +4.42 
1881 43,251 5.23 1.92 +3.04 1971 107,753 4.18 0.84 +8.58 
1891 45,670 4.53 1.44 +0.54 1976 152,159 5.60 1.12 +7.14 
1901 45,533 5.23 1.21 -0.03 1981 264,044 8.79 1.78 +11.65 
1911 35,040 4.60 0.79 -2.59 1986 413,158 12.72 2.69 +9.37 
1921 28,143 3.34 0.52 -2.17 1991 687,850 18.32 4.17 +10.73 
1933 21,521 2.38 0.32 -2.21 1996 856,144 21.91 5.00 +4.47 
1947 19,563 3.89 0.38 -0.68 2001 980,036 23.87 5.53 +2.74 
1954 37,704 2.93 0.42 +9.83      
出典: Price 他、1984 年、オーストラリアの国勢調査 
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図 １．オーストラリアにおけるアジア系移民の出身国（1861-2001年）（％） 
 

 

 
出典: Price 他、1984 年、オーストラリアの国勢調査 1986-2001 年 

 

しかしながら、比較的最近になるまで、移民に関するオーストラリアとアジアとの相互交流は、

ほとんど二国間によるものであった。ただし、例外もある。最も重要な地域間の人の移動に関す

る合意の 1 つは、1950 年代におけるコロンボ計画（アジア地域における留学生に関する計画）に

よってもたらされた。この計画によって、その後数年間でアジアの学生が数百人、勉強のため渡

豪した。その後数十年間、重要な多国間の関係は、比較的最近になるまで限定されたものであっ

た。唯一の例外は「合法出国計画」である。これは、ベトナム難民がやむを得ず密輸の助けを借

りることのないよう、いくつかの受入れ国に対して合法的に受け入れさせるための取決めであっ

た。この 20 年間において、アジア地域における国際的な人の移動の規模及び重要性は大幅に増加

している（表 2）。現在、アジア地域のすべての国が、大規模な人口流入、流出、又はその両方の

影響を受けており、オーストラリアへの移住の増加は、こうした変化の 1 要素に過ぎない。皮肉

にも、このように純粋に国際的である地域において、国際的な人の移動に関する 2 国間及び多国

間協力の発展は遅い。この論文は、近年、オーストラリアが関わってきた地域間協力における最

も重要な展開の 2 つに焦点を当てている。それは、この地域における国際的な人の移動に特徴的

な商用目的の移動及び不法入国である。 
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表２．オーストラリアにおける居住国/主な出身国/目的地別の入国/出国（1975、1998-1999、2002-03年） 

 
 1975 1998-1999 2002-03 

 合計 うちアジア 合計 うちアジア 合計 うちアジア 

 数 数. % 数 数 % 数 数 % 

短期入国* 516,023 72,325 14.0 4,288,027 1,769,494 41.3 4,662,917 1,832,176 39.3 

長期入国 78,210 5,756 7.4 187,802 75,028 40.0 281,429 132,867 47.2 

永住者 54,117 8,566 15.8 84,143 27,119 32.2 94,929 35,603 37.5 

入国合計 648,350 86,647 13.4 4,559,972 1,871,641 41.0 5,039,275 2,000,646 39.7 

短期出国** 911,815 172,964 19.0 3,188,692 431,407 13.5 3,391,638 516,069 15.2 

長期出国 89,732 6,088 6.8 140,281 40,029 28.5 172,722 55,349 32.0 

永久出国 29,084 487 1.7 35,181 5,622 16.0 50,949 8,141 16.0 

出国合計 1,030,631 179,539 17.4 3,364,154 477,058 14.2 3,615,309 579,559 16.0 
*    短期訪問者の入国 
**  短期居住者の出国 
出典: オーストラリア統計局（ABS）「出入国」公報、移民多文化問題省（DIMA）移動データベース、移民

多文化先住民関係省（DIMIA）、未発表データ 

 

APEC ビジネス・トラベル・カード計画  
 
グローバル化を決定づける 1 つの要素は、国際金融の流れ、貿易、投資の増大に関連した商用

目的の人の移動の活発化である。地域における貿易及び投資を促進するため、APEC（アジア太平

洋経済協力会議）は、1996 年 11 月のフィリピン・スービック湾における会合で、オーストラリア

を招集者とする APEC ビジネス・モビリティ・グループ（BMG）を設立した。APEC の主な目的

の 1 つは、地域の経済成長を刺激し、自由貿易の流れに対する障壁を減らすことである。APEC 及

び各国政府が直面している課題は、国家の安全及び国境の保全を損なうことなくこれを行う方法

を見つけることである。BMG の仕事は、APEC 域内の商用目的の人の移動に対する障壁を撤廃す

ることにより、こうしたプロセスを支援することであった（Rizvi 2003 年、34）。 

BMG は 1997 年に活動を開始し、以下のような具体的な目標を掲げた（DIMIA 2003 年、1）。 

• 商用の旅行者向け短期入国制度の単純化 

• 一時的な就労を目的とする熟練労働者向けの審査の簡素化 

• スムーズな入国を可能とするための透明な規制制度の整備 

BMG は、APEC 貿易・投資委員会に置かれる 12 の専門作業部会の 1 つである。BMG には全 21

か国から代表が出席し、毎年 3 回会合を開く。各国代表は、主に上級レベルの移民担当者である。

初代の招集者兼議長は、オーストラリア移民多文化先住民関係省（DIMIA）の副長官であったが、

オーストラリアがこの分野における相当な専門知識を有していることから、オーストラリアは終

身議長国となった。委員会の議長は持ち回りというのが恒例の APEC において、このことは異例

である。しかしながら、他の参加国メンバーがオーストラリアに議長を続けるよう強く求めたの

である。委員会のメンバーは多少の変動はあるものの非常に安定しており、また、強力な実用的
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関係が形成され、このことにより成功につながっているものと思われる。毎年 3 回の会合を開い

た後、招集者は APEC 貿易・投資委員会に詳細な報告書を提出している。 

BMG による重要な構想は、APEC ビジネス・トラベル・カード計画の創設であったが、現在、

BMG に代わってオーストラリアが管理している。これは、カード保持者による参加国への入国を

容易にし、ビジネス旅行の手続きを柔軟にし、参加国への入国ビザ及び許可申請手続きに要する

時間と費用を削減するという構想である。 

このカードは、本人からの申請に基づき、以下の基準を満たす者に対して発行される。 

• 申請者は、参加国のパスポートを保持していなければならない。ただし、香港（中国）につ

いては、特例としてカード申請者は永住者でなければならない。 

• 申請者は、貿易及び投資の目的で域内を頻繁に往来する正当なビジネスマンであることを証

明しなければならない。 

• 申請者は、有罪の判決を受けたり、又は告訴されて係争中であったりしてはならない。 

• 国内の主要な商業機関（商工会議所等）の承認を得ることを求める国もある。 

有効なカードを保持するビジネスマンは、参加国への最長 90 日間の入国・滞在を複数回行うこ

とが認められる。これにより、入国許可又はビザの申請をする必要がなく、パスポートにビザの

ラベルが貼られることもない。カードを入手するためには、1 種類の用紙に記入するだけである。

カードは 3 年間有効である。大きさはクレジットカードと同じである。国際空港での入国審査の

際には、APEC と記された専用レーンを通ることにより、簡素で迅速な審査を受けられる。 

カード申請者の詳細な情報は、申請者の本国政府によって綿密に審査された後、事前承認のた

め各参加国に対して電子的な方法により送付される。参加国はそれぞれ、申請者に関する詳細な

情報を各国の警戒リスト及びその他の入国者の確認に使用するデータベースと照合する。この時

初めて申請者の事前審査が終了する。信用証明書類が十分に照合されるよう、送出し国及び受入

れ国双方が申請者を「二重審査」するため、各国に対して高度な保証が提供される。今日まで、

このシステムにおける不正行為は発生していない。いかなる受入れ国も、単独の判断により、理

由を述べることなく事前審査を拒否する権利を留保する。BMG は、国内における同計画の実施及

び管理の枠組みを提供するための一連の原則、手順、基準（「ABTC 運用の枠組み」）を開発し

た。 

図 2 及び図 3 にシステムの運用方法を示す。システムは、BMG に代わってオーストラリア移民

多文化先住民関係省（DIMIA）が維持しているキャンベラのデータベースに収集されている。シ

ステムに参加するエコノミー（member economies）はすべて、自国民に関する入力済みデータを管

理し、誰が入国可能であるか最終的な発言権を持つ。システムは、すべての参加エコノミーが完

全に利用することが可能な完全に共有されたデータベースである。図 2 に示すように、申請者は、

申請用紙に必要事項を記入し提出する。オーストラリアの申請用紙を付表 A として添付するが、

各国の用紙もこれと似たものである。次に、申請者の本人確認のために本国のデータベースとの



 

 

 

- 123 -

照合が行われる。その後、申請書が、システムを通して他の参加エコノミーに送付され、そこで

照合を受け、許可が認められる場合はデータベースに報告が返される。BMG の採用した最優良事

例の基準では、この処理にかかる時間は最長 3 週間である。しかし、この基準を満たすのがまだ

難しい国もある。結局、これは事前に入国申請書を審査するものである。到着次第、カード保持

者はカードだけでなく有効なパスポートを提出することが必要であり、2 つの書類の情報は一致し

なければならない。   

カードを図 4 に示す。域内のすべてのエコノミーにおいて使用することができるよう、現在の

カードの技術水準はかなり低い。将来的にはあり得るが、現在はスマートカードの技術が組み込

まれていないし、チップも埋め込まれていない。裏面には、機械読取式コードが貼られ、紫外線

及びホログラフにより識別可能な情報が記載されている。ほとんどのカードはシドニーの工場で

作成されている。カードの表面には、保持者の名前、性別、誕生日、有効期限、文書番号、写真

が記載されている。裏面には、パスポートの明細、カードが有効とされた国、機械読取式コード

が記載されている。渡航予定先国の承認が長期にわたり遅延している場合、暫定カードが発行さ

れることがある。 
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図２：APECビジネス・トラベル・カード計画 : 本国の申請者の審査 
 

 
出典: APEC ビジネス・モビリティ・グループ 

              

 

 

図３：APECビジネス・トラベル・カード計画 : 他のエコノミーからの申請者の審査

 
 

             
 出典: APEC ビジネス・モビリティ・グループ 
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図４：APECビジネス・トラベル・カード 
 

 
 

当初、同計画は、深刻な人口移動を経験している APEC 加盟 3 か国（韓国、フィリピン、オー

ストラリア）において、1997 年に試験的に運用された。評価段階として 1 年以上かかり、1997 年

3 月に恒久ベースで運用を開始した。2003 年末には、参加エコノミー数は APEC 加盟エコノミー

21 のうち 15 エコノミー（オーストラリア、ブルネイ・ダルサラーム、チリ、中国、香港（中国）、

インドネシア、日本、韓国、マレーシア、ニュージーランド、ペルー、フィリピン、チャイニー

ズ･タイペイ、シンガポール、タイ）となった。また、近い将来、残りの 6 か国の参加も予想され

ている（DIMIA 2003 年、2）。さらに、すべての APEC 加盟エコノミーが参加しているわけでは

ないが、以下の事項のうち 1 つ以上を実施するため最善の努力を行うことが、すべてのエコノミ

ーにおいて合意されている（Rizvi 2003 年、33）。 

• ビジネスマンに対するビザ除外・免除の制度 

• APEC ビジネス・トラベル・カード計画への参加 

• ビジネスマン向け最低 3 年間の数次ビザ 

すべての APEC 加盟エコノミーはこれらのうち少なくとも 1 つを実施している。 

同計画の成功は、APEC の加盟国の指導者から「パスファインダー・イニシアティブ」の手本と

認められている。パスファインダー･イニシアティブは、現在、APEC における他のプロジェクト

においても利用されている。この手法は、すべての参加エコノミーが合意し、かつ技術的に可能

なもののみを実施するという通常の「共通項」を求めるのではなく、いくつかの構想をより迅速

に進めることのできる国において先行的に実施し、さらなる実施拡大へ弾みをつけるようにする。

その特徴は以下のとおりである。 

• 実行可能性を証明するため 2、3 か国が試験的に実施 
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• 信頼性及び運用力を構築するための開放・協力的な手法 

• 実施を促進するための技術援助、訓練、立ち上げ資金の提供 

2004 年 1 月 28 日現在、有効な APEC ビジネス・トラベル・カードの枚数は 7,720 枚に上ってい

る。表 2 は、域内のエコノミーにおける配布状況を示している。2004 年初めには、有効なカード

の 40%以上をオーストラリアが占める見込みである。これは、オーストラリアが実施している重

要な広報活動1の成果でもある。また、オーストラリアは、この計画の最も初期の段階から参加し、

発足時からプログラムの招集者及び管理者を務めている。さらに、オーストラリアにおけるカー

ド取得手続きは、例えば日本よりずっと単純である。日本においてカードは、総売上高が 5,000 万

ドルを越える企業に雇用されている者であって、商工会議所から承認を受けたものにのみ与えら

れる。韓国及び香港（中国）もオーストラリアと同様、この計画を主に利用しているエコノミー

である。これらのエコノミーは、初期の段階から計画に参加している。移民担当官及びビジネス

マンの双方がこのシステムにおいて経験を積み、システムに対する信頼性を高めるためにはある

一定の時間が必要である。 

 
表２：有効なAPECビジネス・トラベル・カードの枚数（2004年1月28日） 

 
オーストラリア 3,498 
チリ 79 
チャイニーズ・タイペイ 363 
香港（中国） 1,160 
日本 321 
マレーシア 107 
ニュージーランド 178 
ペルー 18 
フィリピン 164 
韓国 1,598 
タイ 234 
合計 7,720 

出典: ビジネス・モビリティ・グループ、未発表データ 
 

その他の BMG 活動 
 

BMG は、APEC 域内の他のエコノミーの企業に転勤する重役、マネージャー、専門家のための

暫定的な居住許可の申請及び更新を処理するための基準についても合意（Rizvi 2003 年、33）した。 

ほとんどすべての APEC 諸国がこの基準を満たしていると報告されている。BMG の重要な務め

は、地域全体において国際的な出入国を可能とする体制を構築することである。採用した戦略は、

まず APEC のすべてのエコノミーが合意する基準を設定した上で、域内の先進及び発展途上エコ

                                                 
1  例えば最近の促進キャンペーンで、オーストラリア企業最大手500社に構想の詳細を送った。 
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ノミーの双方においてこれらの基準を実施するというものである。このため、以下に関する詳細

な基準の作成及び合意に加えて、 

• 短期の商用目的旅行者の移動 

• 企業内転勤者及び専門家 に関する一時的な居住  

以下の基準についても作成及び合意している。 

• 一時的な旅行計画に関する情報提供 

• 渡航文書の検査、作成、偽造 

• 研修の充実、業務の簡素化を通して、専門的な出入国管理サービスを開発するプロジェクト 

• 事前旅客情報（API）システムの導入 

また、以下の基準についても立案しているところである。 

• 作業部会を通した渡航文書の安全性の改善 

• 出入国管理関連の立法インフラの整備（DIMIA 2003 年、7） 

• 盗難・不正文書及び要注意人物の発見に係る国境管理当局の能力強化を図るための試験的な

「地域移動警戒システム」の構築 

APEC ビジネス・モビリティ・グループに関する業務概要の詳細はウェブサイト（www.business

mobility.org）により入手できる。  

 

この分野における最も重要な進展の 1 つは、API（事前旅客情報）システムの実施である。この

システムは、出発（空）港の飛行機及び船の搭乗のチェックイン地点において照合を行うことに

より、目的国に到着する前に全乗客の審査を行うことができるようにするものである。2003 年、

この分野において以下のことが達成された（Rizvi 2003 年、33-34）。 

• API システム実施に関する基準が合意された。 

• システム実施のため、13 のエコノミーは、それぞれの能力及びニーズを評価するのに役立て

るよう実行可能性に係る調査を実施することに合意した。  

• 7 のエコノミーは、API 実施に係る約束をしているか、又は、既に実施している。 

API システムにより、国境管理当局は、入国予定の者を事前に予告し、その者に関する詳細な情

報を事前に審査し、関連した警戒リストと照合できるようになる。これは、信用証明書類の確認

がとれるまでは、特に問題があるとされた者は到着した時点で送り返す、又は、出発（空）港に

おける搭乗を阻止することさえできることを意味する。このシステムは、国際的な航空会社の予

約システムを利用している。オーストラリアは、2003 年 1 月、強制的な事前旅客審査（APP）シ

ステムを導入した。APP は、旅客データの提供をすべての航空会社に義務づけるものである。こ

のシステムは、出発地点において、搭乗予定の個人の名前をオーストラリアのビザのデータベー

ス及び警戒リストと照合し、即時に搭乗命令を自動的に発出する機能を有している。 
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BMG は、APEC 諸国において API をできるだけ迅速に実施するための実施計画を作成した 

（2003 年 5 月）。この計画は 、APEC ビジネス・トラベル・カード計画の導入に利用されたシス

テムに従っている。すなわち、 

• 第 1 段階: API 実施のための共通基準の採用 

• 第 2 段階: インフラ整備の状況を把握するための API 実行可能性調査の実施 

• 第 3 段階: 実施 

第 1 段階は 2003 年に達成された。マレーシア、タイ、フィリピン、インドネシア、韓国におい

て実行可能性の調査が行われており、来年、さらに 8 つのエコノミーでも調査が終了する。第 3

段階の実施については、カナダ、メキシコ、アメリカ、ニュージーランド、オーストラリアにお

いて行われている。 

BMG のもう 1 つの主要な計画は、警察官、出入国審査官及び税関職員を育成するための研修制

度の創設である。移民管理をより効果的に行うためには、特にコンピュータ・システム分野にお

いて、適切なインフラ整備を十分に推進していく必要があるのは明らかである。しかしながら、

同様に人的資源の開発も非常に重要であり、出入国審査の専門家の育成は極めて重要である。

APEC は、この分野において研修活動の大部分に関わっている。特に、シンガポールなどいくつか

の国で進められている生物測定学を応用した身元確認及び照合の導入とともに、これらの専門家

に対する需要は、おそらく増大し続けるだろう。BMG は、職員の育成について目指すべき詳細な

基準を作成している。 

 

人の密輸・不法移民及び国境を越える犯罪に関する閣僚会議 
 

アジア地域における人の密輸、人身売買、不法入国の規模及び深刻さの増大により、これらを

撲滅するための 2 国間及び多国間の構想がいくつも打ち出されている。最も包括的かつ重要な構

想の 1 つは、インドネシアとオーストラリアの外相が、2002 年 2 月 26-28 日及び 2003 年 4 月 28-

30 日、バリで開催した「人の密輸・不法移民及び国境を越える犯罪に関する閣僚会議

（MCPSTPRTC）」である。この会議は、この分野における 2 国間及び地域協力の補完及び強化を

目指すもので、「バリ・プロセス」と呼ばれるようになった2。第 1 回目の会合には、世界的にも

地域的にもこの問題の深刻さが増大していることを反映して、オブザーバーとして出席した多く

の国及び機関3に加えて、地域のほとんどすべての国が参加した。問題の性質及び重要性、対処方

                                                 
2  インドネシア及びオーストラリアに加えて、アフガニスタン、バングラデシュ、ブータン、ブルネイ・ダルサラー

ム、カンボジア、中国、北朝鮮、フィジー、フランス、インド、イラン、日本、ヨルダン、キリバス、ラオス、マ

レーシア、モンゴル、ミャンマー、ナウル、ネパール、ニュージーランド、パキスタン、パラウ、パプアニューギ

ニア、フィリピン、韓国、サモア、シンガポール、ソロモン諸島、スリランカ、シリア、タイ、トルコ、国連東チ

モール暫定行政機構（UNTAET）、バヌアツ、ベトナム、国際移住機構（IOM ）及び国連難民高等弁務官事務所

（ UNHCR）。 
3  オーストリア、ベルギー、カナダ、デンマーク、フィンランド、ドイツ、イタリア、オランダ、ノルウェー、ロシ

ア連邦、スペイン、スウェーデン、スイス、イギリス、アメリカ、東南アジア諸国連合（ASEAN）事務局、太平洋諸

国フォーラム事務局、欧州連合（EU）、国連開発計画（UNDP）、世界銀行、アジア開発銀行、政府間会議（IGC）、
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針、2 国間及び多国間の協力の必要性についての合意が形成された。閣僚たちは、以下の項目の実

現に向けて努力することに合意した。 

• 地域内において情報及び知識をより効果的に共有する仕組みの開発 

• 司法当局間の協力の強化 

• 国境及びビザ制度における協力の強化 

• 密輸及び人身売買に対する一般大衆向け啓発活動の強化 

• 不法入国を思いとどまらせる戦略として、入国者を送り返す実効性を高めるための適切な協

定の締結  

• 不法移民の国籍を随時、立証・確認することができる体制の強化 

• 女性及び子どもを含む人の密輸、人身売買、その他の不法移民問題に対応するための地域に

おける技術的能力の改善  

閣僚たちは、地域閣僚会議による勧告を実施するためのフォローアップの仕組み、地域におい

てこの問題に対処するための協力活動を導入した。特に、地域閣僚会議においては、専門家によ

る特別グループが 2 つ設置された。 

• グループ I ニュージーランドを調整役として、地域的及び国際的な協力の促進を目的とし

て設立された。 

• グループ II タイを調整役として、各国による政策立案、立法準備、法執行の強化の支援を

目的として設立された。 

これらのグループは、1 年後に開催される次の閣僚会議 において、その活動状況を報告するこ

ととされた。 

これを受けて、第 2 回地域閣僚会議 が開催され、第 1 回の参加国のほとんどが出席した。2 つ

のグループがそれぞれ活動報告を行い、両グループとも行動計画の草案を作成した。2 つのグルー

プの活動に加えて、バリ･プロセス によって、以下のような地域的な進展が図られたことが確認さ

れた。 

• 国の立法措置の進展 

• 人の密輸及び人身売買を犯罪とみなすこと 

• 情報交換に関する申し合わせに係る 2 国間の覚書の合意 

• 国内法施行手続きの強化 

• 国境管理に関する体制整備 

第 2 回会合においては、第 1 回会合の勧告が繰り返され、強化された。当初の目的では、勧告

のフォローアップを行うため、第 2 回バリ会議において、既存の 2 国間、地域間及び国際的な枠

組みに移行すべき事項を提示することを目的としていた。しかし、行動計画の実施のため、2 つの

                                                                                                                                                               
国際刑事警察機構（INTERPOL）、赤十字国際委員会, 国際赤十字・赤新月社連盟、国際労働機関（ILO）、国連麻薬

統制犯罪防止オフィス。 
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特別グループの継続が決まった。1 年後に見直しを行い、2-3 年のうちに再度、閣僚会議を召集し、

進展状況を確認し、さらなるフォローアップに必要な指示を加えることになった。 

 

 

結論 
 
人の移動を管理することは、グローバル化及び国際的な人の移動が大幅に増加している現代に

おいて、各国が直面している大きな課題の 1 つである。人の移動は、貿易及び投資の増加を通し

て各国が恩恵を受けていることの当然の帰結である。しかしながら、各国が、有益と考える移動

を促進し、奨励しようとすれば、それを国益と考えない国際的な圧力にも直面する。このため、

人の移動を管理することに多くの国が強い関心を持つようになった。しかしながら、たいていの

国は、人の移動を管理した経験はほとんどない。移動管理システムを成功させる基礎となる制度

の開発、政策及びプログラムの立案及び実施、研究及び情報の基盤、移民及び移住に詳しい数世

代に渡る専門家の長い歴史があるのは、アジア地域ではオーストラリアやニュージーランドなど

のわずか 2、3 か国である。ほとんどの国では、大規模な人の流出及び流入は比較的新しい現象で

あり、これを管理する資源は限られている。 

近年、アジアにおける人の移動に関する多くの地域会議、特に、不法入国の増加を扱う会議に

おける共通のテーマは、人の移動を適切に管理するための国際協力（2 国間及び多国間の）の必要

性である。これらの要請にも関わらず、話だけでなく実際に機能している国際協力の数は限られ

ている。 この論文では、この地域における 2、3 の事例のうちの 1 つについて取り上げた。この事

例は、たとえ地域内の限られた数の国のためのものであっても、また、比較的恵まれた少数の旅

行者のためのものであっても、話し合いのレベルだけでなく運用レベルにおいての合意及び協力

が必要であった。しかしながら、この経験から多くの勇気づけられる教訓が得られることは明白

であり、それらを以下にまとめた。 

1 つの明らかな教訓は、協力の醸成には時間がかかるということである。手っ取り早い解決策な

どない。APEC ビジネス・トラベル・カード・プログラムは少数の国での実行可能性の調査から始

まり、域内の他の国々に着実に広がった。各国間の信用と信頼の醸成に多くが費やされている。

出入国に関する運用レベルの協力には時間がかかり、これを 2 国間又は多国間の協力の重要な要

素にしなければならない。ビジネス・トラベル・カード制度の参加国が増え、ビジネス旅行者の

利用が増えるにつれ、協力に弾みがついている。 

もう 1 つ学んだことは、BMG が非常に具体的かつ限定的な目的を掲げて活動を開始し、その目

的を達成した後、活動範囲をさらに大幅に拡大したという事実に関係している。ここに重要な教

訓がある。広範で大規模な範囲の合意を得ようとするよりも、限定的で非常に具体的な運用目的

についての意見の一致を得る方がずっと簡単である。ビジネス・トラベル・カードの場合、必要

とされる協力の水準は比較的小さく、国境の保全を脅かすものではない。しかし、ひとたび各国
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が協力することに利益があることを悟れば、範囲を拡大することができる。こうしたことから、

BMG の活動範囲を API システムにまで広げ、専門の出入国管理官及びインフラを向上させること

で、出入国管理の対象範囲を大幅に拡大し、比較的少数のエリートのビジネス旅行者から、より

幅広い移動のグループを含めるようになった。しかしながら、それまでのビジネス・トラベル・

カードに関する努力なしには、その後の計画は起こりえなかっただろう。  

協力活動の発展における 3 段階の戦略は功を奏しているようである。  

• 特定のシステムを実施するための一連の原則及び共通基準について合意に達した最初の話し

合いの段階 

• 個別の課題及び問題を説明できるように、各国における実行可能性の調査を実施する段階 

• システムの実施の段階 

明らかにこの方法はもっと広範囲に利用できる。 

もう 1 つの重要な原則は、システムはすべて、全参加国の資力の範囲内で導入しており、スタ

ッフの研修及び適切なインフラの購入・設置を支援するための資金が利用できるようになってい

る。この場合、長期間の実施が認められている。他の国より先に戦略を実施する国もあるが、長

期的にはすべての国がこのシステムを採用するということを意味している。 

高性能のコンピューターに基づいた情報システムが出入国管理政策には欠くことのできないこ

とは明白である。ビジネス・トラベル・カードシステムの場合、関与する数はかなり少ないが、

すべての参加エコノミーが利用できるようなシステムを開発するのは可能である。実際には、活

動が非常に増えており、2005 年にシステムのアップグレードが必要になると思われる。そのエコ

ノミーの開発レベルに関わらず、高性能のコンピュータ・システムが、各国にとって出入国管理

を向上させる実質的な機会を与えているのは明らかである。これらのシステムは、出入国管理に

関してより大きな自信を各国に与えることが可能であり、従って、各国に善意の理由による移動

をもっと認めることに関しても、より大きな自信を与える可能性がある。この点で、API 計画を見

守るのは興味深いだろう。航空会社の国際線のブッキングで既に使われているシステムを利用す

るのは賢い方法であり、出入国管理で各国により大きな自信を与えうる可能性を提供している。 

ここで強調しなければならないもう 1 つの教訓は、人の移動の長い歴史及び実際に発展した文

化を持つオーストラリアのような国の長い経験、開発された制度、専門的知識というのが、人の

移動の歴史及び経験が限られている国におけるより良いシステムの開発を短縮するのに十分に利

用されているという事実が BMG の成功に大きく影響している点である。このことは、非常に重要

であり、信頼、協力、平等、長期の関係にある他の国の出入国管理の改善を迅速に進めるのに役

立つ豊富な知識を有する国が存在することを認識する必要がある。実は、社会制度だけでなく行

政及び官僚制度についても、人の移動に関する長年に渡り開発された文化を持つ国もあれば、な

い国もある。この分野における各国間の協力の一部はこの知識と専門技術の移転でなければなら

ない。 
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出入国管理の強化を達成するため、スタッフの研修及びインフラの整備の分野で低開発国を支

援する必要がある。出入国に関する国際協力、各国、2 国間、多国間の出入国管理の改善における

体制の整備は出入国政策の改革には絶対に欠かせない。  

以上をまとめると、APEC ビジネス・モビリティ・グループの経験は、一見するよりずっと広範

囲な関連性がある。明らかに、カードは、移動の機会が非常に多いエリートに直接的な影響を与

えるが、各国の貿易及び投資の増加に与える影響の方がずっと広範囲なものになりうる。現代の

国際的な出入国システムは、国際旅行及び入国がどんどん促進されている高所得の熟練したエリ

ート・ビジネスマンと、国際的な人の移動に関する受入れ国の規制が一層強化されているより大

量で貧しく教育水準の低いグループの二極にはっきりと分かれている。（Castles 及び Miller 1998

年）。しかし、BMG のビジネス・トラベル・カード実施の経験は、出入国管理における国際協力

のより幅広いパターンの基礎を築いた。アジア地域では、国際的な人の移動の分野における運用

の協力が成功している例は実は限られている。このプログラムの貴重な経験を考察し、学ぶこと

が必要である。 

 

注記 
 
著者はこの論文の基礎となった情報のほとんどを寛大にも提供して下さったオーストラリア移

民多文化先住民関係省の John Ryan 氏、Peter Job 氏、そして特に Ruth Kovacic 氏及び Martin Darley

氏に対し謝意を表する。勿論、この論文に記された意見の責任はこれらの方々ではなく、全て筆

者個人に属するものである。 

 

付録 A 
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